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首里城火災の教訓と文化財建造物における防火の課題 

関澤 愛 Ai Sekizawa 
東京理科大学研究推進機構総合研究院教授 
 

 

1. 文化財防災がクローズアップされた 2019 年 

2019 年は国内外で重要な文化財建造物の火災が相次いだ。4 月にパリのノートルダム大聖堂で火災が発生

し、その半年後の 10 月には沖縄県那覇市の首里城が火災で焼失した。筆者は、ある雑誌の記事1のなかでノ

ートルダム大聖堂火災について記した際に、わが国の文化財建造物の防災について次のような警鐘を鳴らし

た。すなわち「ノートルダム大聖堂火災は確かにヨーロッパの石造ゴシック様式大聖堂で起きた火災ではあ

るが、筆者が強く感じたのは燃えた部分に限って言えば大量の木材を使用した屋根裏小屋組みであり、それ

はわが国の社寺建築などの屋根裏空間と大きくは変わらない。つまり、国内にある社寺や城郭においても、

もし仮にそこで出火した場合、早期発見、初期消火、さらには本格的消火のいずれの局面においても、今回

のノートルダム大聖堂火災とほぼ同様の試練を受けるに違いない。」と記した。不幸にもこの指摘は的中し首

里城で火災が起きた。 

首里城の火災について、入手できる資料、情報をもとに火災の推移を考察すると、火災の経過、初期の対

応、本格的消火における困難性に至るまで、これら 2 つの火災には驚くほど共通する点が多い。そこで本稿

では、首里城火災の概要と教訓を整理したうえで、今後の文化財建造物の防火対策のあり方について提言を

行いたい。 

 
図 1 焼失前の首里城正殿2 

                              
1 関澤愛：ノートルダム大聖堂の火災について ～火災の概要および文化財建造物防災の課題～，月刊フェスク，No.454
（2019 年 8 月号），pp.2-11，日本消防設備安全センター，2019.8． 
2 時事通信フォト提供 
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2. 首里城の防災設備と火災の概要 

2.1. 首里城の防災設備 

首里城は世界遺産であるが復元建物であり、国宝や重要文化財ではない。しかしながら、設置されている

防災設備は、自動火災報知設備、非常警報設備（放送設備）、消火器、屋内･屋外の消火栓、放水銃、ドレン

チャー設備、誘導灯、消防用水、さらには防犯センサー（赤外線センサー）などであり、国宝や重要文化財

と比較しても決して遜色のないものである。むしろ文化財建造物に典型的な消防設備や防災設備がほとんど

全て設置されていたと言ってよい。その意味では、このたびの首里城火災を、初期の火災経過との関係で初

期対応や被害について考察することは、他の文化財建造物とも共通する防火上の課題を整理することにつな

がるものと考える。 

 

 
図 2 首里城全景と主な焼損建物3  

 

2.2. 火災の概要 

消防庁の災害情報4などによれば、火災の概要は以下のとおりである。 

火災は 2019 年 10 月 31 日の深夜 2 時半頃（発生時刻は調査中）に発生した。那覇市消防局に通報が届いた

消防覚知時刻は午前 2 時 41 分であり、消防隊の到着は覚知から 7 分後の 2 時 48 分であった。しかしながら、

消防隊到着時には既に正殿北東部から炎の噴出が確認されるなど、火勢が強く正殿屋内に進入しての初期消

火は困難であったと思われる。出火箇所は、首里城正殿１階であるが、現時点で出火原因は不明である。火

勢は凄まじく火災鎮圧にいたるまで 8 時間以上を要した。焼損建物は、図 1 に示す火元の正殿をはじめ北殿、

南殿など相互に連結ないし近接している首里城の主な建物の大半であり、6 棟（名称が別でも一棟扱いのも

のがある）が全焼し、奉神門のみが半焼であった。 

                              
3 Goolge Earth Pro, V 7.3.2.5776. (2019 年 1 月 23 日), 首里城, 緯度 26.217006°, 経度 127.719157°, 高度 147m, 
https://www.google.com/earth/, (アクセス日：2020 年 4 月 24 日). を基に当社で作成。 
4 消防庁：沖縄県那覇市首里城跡火災（第５報），2019． 
https://www.fdma.go.jp/disaster/info/items/191105_yobou_01.pdf （アクセス日 2020 年 1 月 14 日）. 
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3. 火災時の初期の経過と対応状況 

2019 年 11 月 6 日に行われた、国、沖縄県、首里城を管理する沖縄美ら島（ちゅらじま）財団の合同記者

会見時の配布資料5などによれば、火災初期における時系列の対応状況は概ね表 1のように要約できる。また、

図 3 は 12 月 17 日に行われた同じく国、沖縄県、沖縄美ら島財団の三者合同会見資料6から引用･作成した正

殿１階の平面図および消防設備等の配置である。以下、これらの表 1 と図 3、および資料 4,7を参照しつつ、

火災初期の経過と対応状況について整理する。 

表 1 火災状況と対応の経過8   

時刻 火災状況と対応行動の概要 

午前 2:34 奉神門にある警備員室で、正殿 1 階の防犯センサー(熱感知)発報を確認 

2:35～2:37 

の間 

警備員が正殿の北側シャッターを開け内部確認するも、その時点で既に煙充満。内部進

入をあきらめ消火器を取りに警備員室に戻る。 

2:40 
警備員室で正殿 1 階北東部屋の火災報知機作動(非常ベル鳴動)を確認。警備会社から

の入電に対して火災を伝える。 

2:41 警備会社から消防へ通報（消防覚知時刻） 

2:41～2:48 

の間 

警備員は消火器をもって正殿に向かい初期消火を図るが濃煙のため消火できず。そのと

き、正殿北側から既に炎噴出を確認。 

2:48 
消防の第一到着隊が現場到着 

（正殿北東部から炎の噴出が確認される） 

想定され
る出火室

熱感知器 （作動式分布型[空気管]感知器） 12系統

消火器 4本

屋内消火栓 2基

正殿１階北東角部屋にある人感センサーの位置

 
図 3 正殿１階平面図と消防設備等の配置9 

                              
5 国, 沖縄県, 沖縄美ら島財団：三者合同記者会見資料（2019 年 11 月 6 日）. 
6 国, 沖縄県, 沖縄美ら島財団：三者合同記者会見資料（2019 年 12 月 17 日）. 
7 「沖縄タイムズ」記事：12 月 4 日付け朝刊社会面（必死の消火 克明に記録）. 
8  国、沖縄県、沖縄美ら島財団：三者合同記者会見資料（2019 年 11 月 6 日）を基に筆者で作成. 
9 「沖縄タイムズ」記事：12 月 4 日付け朝刊社会面（必死の消火 克明に記録）を基に筆者で作成. 
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まず、表 1 の事実経過から次のようなことを類推することができる。 

(1) 午前 2:34 に作動した防犯（人感）センサーは赤外線による熱センサーであり、雰囲気温度より高い人

や動物などの温度を感知するものである。したがって、この防犯センサーが作動した時点で、図 3 に

示す正殿北東角の出火室と想定される小部屋（以下「出火室」）では、その出入り口付近の下方にまで、

火災によって発生した周囲より温度の高い煙が対流によって降下していたのではないかと思われる。

したがって、もしこの部屋に煙感知器が設置されていたならば、この時刻よりもさらに早い段階で火

災を感知できた可能性がある。 

(2) 2:35～2:37 に警備員が正殿内部の北側シャッターを開け、内部に足を踏み入れたときに煙が既に正殿

内に漏れていたことを確認した位置は、出火室の外側であることから、防犯センサー作動 1､2 分後に

は出火室の煙は既に正殿内部全体に拡散しつつあったとみることができる。警備員はこの時点で異変

を火災として認識したが、煙充満のために出火室への接近も初期消火もできなかった。 

(3) 2:40 になってはじめて、出火室内の作動式分布型（空気管式）熱感知器が作動して火災発報として確

認された。警備員は消火器を携え、再度正殿に向かい初期消火を行おうとするが、(2)の時刻より 5 分

以上経過した時点では正殿内部はさらに濃い煙に包まれていたであろうことから、火元に接近しての

消火はできなかった。このことは重要な示唆を与えている。つまり、空気管式熱感知器が作動した時

点で現場に向かっても、屋内に広がった濃煙のために初期消火はできない状態になっていたというこ

とである。 

(4) 消防覚知（2:41）後の消防隊の現場到着は 7 分後の 2:48 であり、決して遅くはなくむしろ迅速な駆け

付けだったといえよう。しかしながら、現場到着時には正殿北東部から炎の噴出が確認されているこ

とから、出火室はフラッシュオーバー状態にあり、また正殿内部は高温の熱気と濃煙に包まれていた

と想像できる。つまり、この状況では、防火衣やマスクで防護した公設の消防隊員であっても屋内進

入しての直接消火による火元の初期消火は困難であり、消火の目標は屋外からの火元建物（正殿）へ

の冷却放水と正殿から別棟への延焼防止へと切り替えるしかなかったものと推察される。 

4. 首里城火災の教訓を踏まえての防火対策への提言 

4.1. 早期発見･初期消火（熱感知から煙感知方式へ） 

従来、文化財建造物における自動火災報知設備としては、見た目上の影響の少ない空気管式の熱感知器が

選ばれる傾向にあり、実際、多く設置されてきた。確かに、昭和 11 年（1936 年）には、国宝である三十三

間堂で縁の下で発生した火災を早期感知し初期消火に寄与したという奏功例はあるが、屋内での空気管式の

熱感知器の場合は、今回の首里城火災の例に見るように、その作動時点では既に火災成長がある程度進みつ

つある段階と考えられ、また屋内における煙の拡散も無視できず、初期消火のタイミングを失する恐れがあ

る。 

首里城のような文化財建造物においては、建物構造のみならず屋内の内装や装飾、備品、収納物などの貴

重品を火災から守る必要があり、そのためには初期消火が必須である。この初期消火の余裕時間を確保する

ためには、火災のごく初期の煙で感知する煙式感知器の採用を今後は真剣に考慮すべきである。非火災報を

危惧する声もあるが既に幾つも非火災報防止の工夫の方法はあり、アドレッサブルのアナログ式感知器であ

れば、火災感知場所をスポットで特定できるとともに感知の煙濃度レベルを 2 段階に分けることもできる。
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初期の煙濃度では防災センターでのみ警報を知らせ、火災確認後に、あるいはより高いレベルに煙濃度が達

したときに自動的に地区ベルを鳴らせるような感知システムもある。 

4.2. 屋外消火だけでなく屋内消火の重視を（スプリンクラーなどの自動消火設備も選択肢に） 

このたびの首里城火災では、放水銃やドレンチャーが消火に有効に用いられたかどうか、あるいは消火効

果があったかどうかがマスコミなどで取り上げられた。実際、放水銃やドレンチャーは消防隊到着後に使用

されているが、これらは基本的に火元である正殿から出火した火災を消火するための設備ではない。周囲の

火災から正殿への延焼を防ぐために、放水による水幕で正殿の外側を包み込むようにして守るための設備で

ある。今回の火災のように、正殿の屋内から出火した火災を小規模に留めるためには、当然のことながら屋

内に進入して、屋内に設置してある消火設備を用いて、燃焼している火源に向け直接放水して初期消火する

ことが必須のこととなる。 

今回の首里城では、消火器のほか屋内消火栓が出火室の近くに設置されていたにもかかわらず使用されて

いない（図 3）。これは、火災発見遅れによって屋内に濃煙がたちこめ、警備員が屋内に進入することも出火

室に接近することもできなかったためである。すなわち、屋内消火の重視ということは、煙等が屋内に充満

するずっと以前の火災の早期発見が前提であり、このことこそ筆者が煙感知方式の採用を強調する所以であ

る。 

しかしながら、夜間に無人となる建物の場合や、仮に火災の早期発見に失敗する可能性、あるいは熱感

知方式採用のために煙等が屋内に充満する状態も想定する必要もあろう。こうした場合に備えるには、人

が屋内に進入しなくても消火できるシステム、すなわち、スプリンクラー設備などの自動消火設備の設置

を選択肢の一つとして検討すべきである。国宝の建造物でも、スプリンクラー設置の例は少なくなく、た

とえば姫路城や松江城には設置されている。配管などの見栄え上の問題や偶発事故などによる水損を危惧

する声もあるが、国内外を含めて、文化財建造物に対しては多くの設置例で外観上の配慮が行われ目立た

ないものが多い。また、水損事故対策としても、予作動式スプリンクラー設備というものが開発されてい

る。これは、火災感知器と連動させ感知器の作動をトリガーとして制御弁ポンプを開いて配管に充水し、

火災の熱によりスプリンクラーヘッドが作動することにより放水されるものである。非火災時にスプリン

クラーヘッドが誤作動しても配管には充水されていないので、水損を防止することができる。 

要は、文化財だからといって、スプリンクラー設備を端から排除することなく、今後は適材適所の防災

設備の重要な選択肢として検討対象に加えることを当然とするべきである。 

4.3. 消防活動障害と今後の改善対策（消防アクセスの改善と消防水利の確保） 

首里城火災の消防活動に関しては、様々な困難があったことが文献 4)や新聞の記事 5)、さらには消防本部長

によるテレビの取材会見から伺える。ここでは、これらの情報や首里城自体の構造特性や火災の状況から推

察される消防活動における活動障害について整理をしてみたい。 

 

(1) まず、図 2 に見られるように首里城が小高い丘の上に立地した要塞のような構造をした城であって、

何重にも石垣で囲まれ外部からの進入が困難なことである。人員はもちろんのこと、とりわけ消防ポ

ンプ車のような大型の車両が首里城の建物に接近しにくい条件があった。 

(2) 次に、消防隊到着時には既に正殿内部で火災がかなり内部拡大していて、屋内への消防隊の進入や火

元に対する直接消火は困難であり、消防活動の目標が主として外部からの冷却消火と周囲建物への延
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焼防止に限定された。 

(3) 正殿付近での消防施設（消火設備や消防水利）に限りがあった。そして、それを補おうとしても首里

城は要塞の構造であり、駐車場の消防ポンプ車からのホース延長や中継送水に非常に不利な条件であ

った。消防本部長の取材会見では、200m（ホース 10 本に相当）もホース延長を強いられたことが述

べられていたが、その延長に要する時間だけでも十数分間を要したであろう。 

(4) 火元の正殿のほか、御庭を囲むように隣接している北殿、南殿、奉神門などへの消火は消防隊員の活

動スペースや輻射熱からの待避をするスペースに乏しく、安全を確保しつつの消防活動が困難だった。 

(5) 以上のほかにも、幾つかの消防活動障害があった。消防隊は、首里城内にあった文化財防災用の設備

である放水銃（3 口）や屋外消火栓（3 口）についても活用を図っているが、中には使用上の不具合や

必要貯水量の不足も見受けられた。たとえば、4 つある放水銃の一つである地下式放水銃の蓋を開け

るフックがないために使用不能であった。また、「沖縄タイムズ」記事10によれば、使用し始めた消防

設備が途中で使えなくなったことも起きた。たとえば、御庭にある放水銃 2 基を使用した消防隊によ

れば、本来、50 分間は放水可能なはずであるのに起動から十数分後には放水量が低下し正殿への有効

注水が不可能になっている。また、屋内消火栓の使用を試みた消防隊もあったが、水圧低下により使

用をあきらめざるを得なかったことも報告されている。これらは消防活動障害というよりも防災設備

の不具合の問題であり、ある意味でより深刻である。その原因の解明が求められよう。 

 

以上は、入手できた資料から筆者がまとめた事項であるが、実際には他にも様々な消防活動障害や苦労

があったのではないだろうか。将来に備えて、消防隊が万全な体制でその持てる力を十分に発揮できるよ

うに、消防活動障害の内容とその要因を整理し、解決を図るための改善策を提言していく必要がある。そ

れは消防機関を含む消防関係者が、消防防災に必ずしも詳しいとは限らない首里城の所有者、管理者、そ

して文化財保護関係者に対して伝えていくべき責務ともいえよう。まず「隗より始めよ」である。以下は

筆者が有望と考える消防活動障害解消のための改善策の例である。 

 

(1) 構造上、首里城の建物へのアクセス不便さを解消するのが困難だとすれば、何本ものホース延長の手

間を省くためには高層建物における連結送水管のような設備を首里城公園に設けてはどうだろうか。

つまり、地下埋設の史跡に影響を与えない箇所に送水管を敷設ないし埋設し、消防ポンプ車が集結す

る駐車場に送水口を設け、かつ、首里城敷地の複数箇所にバランスよく放水口を設置して、ポンプ車

による圧送で水利中継するというものである。消防隊員は最低限必要なホースと筒先を抱えて身一つ

で現場へ向かうことができる。また、首里城の敷地内で条件が許せば、こうした必要最小限の装備（ホ

ースや筒先など）をあらかじめ格納しておく倉庫を設けておけばさらに消防隊員は身軽に行動できる。 

(2) 短時間で消火設備が使用不能とならないためには、首里城の敷地内に大型の防火水槽を増設し、同じ

くその近くに可搬式ポンプとホースの格納倉庫を設けることが大変有効である。確かに、世界遺産と

なっている地下埋設の史跡への影響を考慮しなければならないが、消防ポンプ車が接近できない特殊

な条件を考えれば、首里城の建物近くに大型の防火水槽を設け、すぐにポンプで消火活動を開始でき

るようにすることは必須の要件ともいえる。 

                              
10 「沖縄タイムズ」記事：12 月 4 日付け朝刊社会面（必死の消火 克明に記録） 
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(3) 夜間など警備体制が手薄なときには、火災感知器の受信以降における現場確認や初期消火に手間取っ

て消防機関への通報が遅れる可能性は否定できない。一刻も早く消防機関への通報を行うには、人を

介する通報ではなく、自動火災報知設備の感知器の作動と連動して自動的に消防署に通報が届く自動

通報装置を設けることが有効である。この装置は、自力で避難することが困難な人が入所する社会福

祉施設等にはその規模にかかわらず設置されているものであり、ましてや世界遺産である首里城なら

ば当然設置されていてもおかしくはない。 

 

図 4 首里城公園の全景(空中写真)11   

5. おわりに  文化財建造物利用者へのリスク周知も重要 

最後に、文化財建造物利用者へのリスク周知の必要性について触れておきたい。わが国の重要文化財建造

物の多くを占める伝統的な歴史的建築物はもちろんのこと、近年指定されるものが増えてきた近代的な建築

物も含めて、建築基準法については適用除外となっている。そのため、こうした建物の大半はいわば既存不

適格建物といってよい。したがって、火災などいざというときに、法令上あるべきはずの避難経路が不足し

ていたり、階段が狭く急勾配であったり、あるいはまた内装や収納物が至るところ可燃性であったりするこ

とはなんら不思議ではない。 

しかし、問題はこれらの文化財建造物を訪れる見学者がそのことを周知されているかどうかということで

ある。入館時にはリスクを覚悟の上で観覧する必要があるとまで大げさに指摘する意図はないが、やはり一

般の建築物とは異なる防火や避難のリスクを抱えていることは伝えておく必要がある。これは、外部からの

訪問者だけの問題ではなく、受付やガイドを行っている管理者側のスタッフについても同じであり、まして

や非常時には避難誘導の任を背負う立場にあることからなおさらである。 

また、文化財建造物においても、今後、高齢者をはじめ、幼い子供、あるいはまた海外からの訪問者の増

加が予想されるなか、利用者の多様性への配慮も当然必要である。入館時に配る建物案内リーフレットに英

語その他への翻訳も含めて非常時の避難経路を示すことはもちろん、入館時に簡単に避難経路への注意を促

                              
11 Goolge Earth Pro, V 7.3.2.5776. (2019 年 1 月 23 日), 首里城, 緯度 26.218524°, 経度 127.719143°, 高度 434m, 
https://www.google.com/earth/, (アクセス日：2020/4/24).  



損保ジャパン RM レポート ｜ Issue 199 ｜ 2020 年 5 月 20 日 

Copyright © 2020 Sompo Risk Management Inc. All rights reserved. ｜ 8 

すことが望ましい。また、館内の必要な箇所に、電車内で見かけるような受付あるいは防災センターと連絡

可能なコールポイントを外観上の配慮を施しながら設置することも考えていくべきであろう。文化財建造物

を訪問するすべての人が安心して楽しく観覧するためには文化財関係者の知恵と工夫が求められる。 
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